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( )

( )

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 130,903 流 動 負 債 76,414

貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

短 期 借 入 金 32,000

売 掛 金 42,117

電 子 記 録 債 権 4,323

１年内返済予定の長期借入金

買 掛 金 15,013現 金 及 び 預 金 3,001

11,000

製 品 8,878

短 期 貸 付 金 1,634 前 受 金 7

未 払 金 2,809

仕 掛 品 26,761 未 払 費 用 4,122

未 払 法 人 税 等 1,727

6,756

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 19,237

前 払 費 用 77 未 払 消 費 税 等 880

預 り 金

関 係 会 社 預 け 金 5,149

未 収 入 金 19,714

固 定 負 債 5,212固 定 資 産 154,082

賞 与 引 当 金 2,083

そ の 他 12そ の 他 7

（ 純 資 産 の 部 ）

有 形 固 定 資 産 65,893

9,863

退 職 給 付 引 当 金

車 両 運 搬 具 401

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,142

負 債 合 計 81,626

債 務 保 証 損 失 引 当 金 2

195

長 期 借 入 金 5,000

長 期 未 払 金 15

構 築 物 2,292

機 械 及 び 装 置 39,183

建 物

建 設 仮 勘 定 1,382

株 主 資 本 201,898

無 形 固 定 資 産 2,383

資 本 金 53,800

投 資 そ の 他 の 資 産 85,805

そ の 他 資 本 剰 余 金 593

資 本 剰 余 金 51,804

土 地 10,627

投 資 有 価 証 券 3,161

利 益 剰 余 金 96,340

ソ フ ト ウ エ ア 828

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,465

長 期 前 払 費 用 72

そ の 他 1,555

資 本 準 備 金 51,211

別 途 積 立 金 24,600

関 係 会 社 株 式 76,866

利 益 準 備 金 2,698

関 係 会 社 出 資 金 1,836

そ の 他 利 益 剰 余 金 93,641

繰 延 税 金 資 産 3,205 繰 越 利 益 剰 余 金 67,576

前 払 年 金 費 用 155 自 己 株 式 △47

純 資 産 合 計 203,358

資 産 合 計 284,985 負 債 純 資 産 合 計 284,985

そ の 他 661 評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,460

貸 倒 引 当 金 △155 その他有価証券評価差額金 1,460
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補 償 費 99

145事 業 構 造 改 善 費 用

関 係 会 社 清 算 益 172

3そ の 他

売 上 高

営 業 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

171,356

売 上 原 価 145,395

損 益 計 算 書

自　2025年４月１日

至　2026年３月31日

(単位：百万円)

科 目 金 額

9,436

営 業 外 収 益 4,147

売 上 総 利 益 25,960

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,524

548

支 払 利 息 437

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,162

そ の 他 984

211

投 資 有 価 証 券 売 却 益 39

そ の 他 11

経 常 利 益 13,034

固 定 資 産 売 却 益 0

430特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 281

当 期 純 利 益 10,205

法人税、住民税及び事業税 2,609

法 人 税 等 調 整 額 0

税 引 前 当 期 純 利 益 12,816
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(単位：百万円)

当期首残高

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

当期純利益

自己株式の取得

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

当期純利益

自己株式の取得

当期変動額合計

当期末残高

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　2025年４月１日

至　2026年３月31日

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

86,13453,800 51,211 593 51,804 2,698

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

1,468 24,600 57,368

－ － － － － 56 － △56 －

59 －－ － － － － △59 －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － －

－ － 10,205 10,205

－ － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － －

53,800 51,211 593 51,804 2,698

－ － － － －

1,465 24,600 67,576 96,340

△2 － 10,208 10,205

△44 191,695 748 748 192,444

株 主 資 本
評 価 ・ 換 算
差 額 等

純資産
合 計

自己株式
株主資本
合 計

その他
有価証券
評 価
差額金

評価・
換 算
差額等
合 計

－ － － － －

－ － － － －

－ 10,205 － － 10,205

△2 △2 － － △2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － 711 711 711

△47 201,898 1,460 1,460 203,358

△2 10,202 711 711 10,914
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個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

（2）棚卸資産 

移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌事業年度から５年間で均等償却する方法によっております。 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により翌事業年度から費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。 

また、執行役員等（取締役である者を除く）の退職給付に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

（4）債務保証損失引当金 

債務保証の履行による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社の収益は、主に特殊鋼製品の販売によるものであり、顧客との販売契約に基づいて製品を引

き渡す履行義務を負っております。 

製品の販売については、製品を引渡す時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務を

充足することから当該製品の引渡し時点において収益を認識しております。ただし、国内販売にお

いては「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時

から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には出荷時に収益を認

識しております。 

取引価格は、顧客との契約による取引価格により認識し、契約に変動対価が含まれる場合は、対

価額を見積り、重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。 

 

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 243,470 百万円 

 

２．保証債務 

下記会社等の借入金等に対し、保証を行っております。 

Ovako AB 35,135 百万円 

Sanyo Special Steel Manufacturing India Pvt. Ltd. 2,517 百万円 

U C H I D A - S A T O  T E C H （ T H A I L A N D ） C O . ,  L T D . 2 百万円 

計 37,655 百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権 17,238 百万円 

長期金銭債権 165 百万円 

短期金銭債務 41,929 百万円 

 

４．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 25,557 百万円 

仕入高 20,011 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 5,617 百万円 

 

２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普 通 株 式 54,507,307 株 

   

２．当事業年度の末日における自己株式の数 

普 通 株 式 27,603 株 

 

３．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅴ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付信託等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、

固定資産圧縮積立金であります。 
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 
（単位：百万円） 

 

種類 名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 取引金額 科目 
事業年度
末残高 

親会社 日本製鉄㈱ 
被所有 

直接 100.00% 
 

資金の預け入れ 資金の預け入れ 4,313 関係会社預け金 5,149 

資金の借り入れ 資金の借り入れ 32,000 短期借入金 32,000 
 

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

（1） 資金の預け入れについては、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、取引金額は、

期中の平均残高を記載しております。 

（2） 資金の借り入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

（3） 資金の借り入れの取引金額は、前期末残高からの増減額を記載しております。 

 

２．子会社及び関連会社等 
（単位：百万円） 

 

種類 名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 取引金額 科目 
事業年度
末残高 

子会社 陽鋼物産㈱ 

所有 

直接 100.00% 
 

当社製品の販売 販売代金取引額 34,656 売掛金 7,196 

 販売手数料 658   

資金の預り 資金の預り 4,293 預り金 4,265 

役員の兼任     

子会社 Ovako AB 
所有 

間接 100.00% 
 

債務保証 債務保証 35,135 ― ― 

     

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

（1） 当社製品の販売については、市場価格等を勘案し価格交渉の上、一般的な取引条件と同様に決定しております。 

販売代金取引額には、陽鋼物産㈱が代理人として関与する取引の製品販売金額を含めております。 

販売手数料は、陽鋼物産㈱が代理人として関与する取引において同社へ支払う手数料であり、一般的な取引条

件と同様に決定しております。 

（2） 資金の預りについては、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、取引金額は、期中の

平均残高を記載しております。 

（3） 債務保証についてはOvako ABは金融機関からの借入金に対し、保証を行っているものであります。 

 

３．兄弟会社等 
（単位：百万円） 

 

種類 名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 取引金額 科目 
事業年度
末残高 

親会社の
子会社 

日鉄ファイナ
ンス㈱ 

なし 営業債権の譲渡 営業債権の譲渡 53,064 未収入金 18,552 

      
 

（注）日本製鉄グループ内の債権流動化を図る上から、当社は日鉄ファイナンス㈱と「売掛債権売買契約書」を取交して

おり、当社の売掛債権を日鉄ファイナンス㈱に譲渡しております。 
  



 

- 7 - 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 3,732円74銭 

  

２．１株当たり当期純利益 187円33銭 

 

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記 

(会社の合併) 

当社と日本製鉄㈱は、2026年５月 13日開催の取締役会において、2027 年４月１日（予定）を効

力発生日として両社の経営を統合することを決議し、当社を吸収合併消滅会社、日本製鉄㈱を吸収

合併存続会社とする吸収合併（以下「本合併」）に係る合併契約を締結いたしました。 

なお、本合併は、スウェーデンにおける外国直接投資審査法に基づく、戦略製品検査局の審査が

終了した旨の通知を取得することを前提といたします。 

 

１．合併の目的 

当社は、高清浄度鋼製造技術をベースに事業を展開する中、今後は国内需要の縮小や競争激化が

見込まれる一方、海外市場の成長や高付加価値分野の拡大など事業環境の変化が見込まれておりま

す。このような環境認識のもと、棒線・特殊鋼事業の一体化・最適化を通じた収益機会の拡大や事

業戦略の強化、グループ全体での最適生産体制の追求等を目的として、日本製鉄㈱の完全子会社と

なり、営業・技術面での連携強化や生産集約等を含むシナジー施策を推進してまいりました。今

般、より一体となった組織・業務運営がシナジー効果の更なる早期発揮および最大化に資するとの

認識のもと、日本製鉄㈱による吸収合併を実施することといたしました。本合併により、製造・販

売・技術・研究の各領域における経営資源の一層の融合を図り、グローバル成長の加速および高付

加価値分野における競争力強化を推進するものであります。 

 

２．合併日 

  2027年４月１日（予定） 

 

３．吸収合併消滅会社の名称及びその事業の内容 

吸収合併消滅会社の名称 山陽特殊製鋼株式会社 

事業の内容 鋼材事業、粉末事業、素形材事業、その他 

 

４．合併の法的形式 

  当社を吸収合併消滅会社、日本製鉄㈱を吸収合併存続会社とする吸収合併 

 

５．合併後企業の名称 

   日本製鉄株式会社 

   （英語表記：NIPPON STEEL CORPORATION） 

 


